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Abstract

 The Great East-Japan Earthquake on March １１, ２０１１ caused many fires just after the 
tsunami attack. Since refuge to the outdoors or fire-fighting is restricted by flood and 
debris, it is important for tsunami refuge buildings to prepare for fires. However, the 
mechanisms of outbreak and spread of tsunami fires are not fully solved. In this study, 
some fire cases in the ２０１１ event were investigated based on a macro viewpoint of 
village scale to clarify geographical conditions which effect to the outbreak or outbreak 
or expansion of tsunami fires. An index evaluating the risk of tsunami fire was also 
proposed.
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１．はじめに
　２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災は，津
波による直接的な人命・財産の被害が顕著であっ
たが，津波来襲直後に火災（以下，津波浸水を起
因として浸水域やその周辺で発生する火災を津波
火災と称す）が発生した地区も多く，これらの場
所では，地震・津波・火災が連続して発生する複
合災害となった。実際に気仙沼市では，多くの人
が津波から避難した公共施設に，その後周囲から
火災が迫る中ろう城を余儀なくされたケース１）

や，石巻市では，住民が一時避難した学校の校舎
が，二次避難後に火災で全焼した事例が報告され
ている２）。
　今後も南海トラフに面する沿岸各地で巨大津波
の来襲が懸念される中，避難時間に余裕が無い地
域などにおいて津波から人命を守るための対策と
して，津波避難ビル等の指定・新設が進められて
いる。しかし，複合災害である津波火災を考えた
場合，湛水やガレキ等の漂流物が障害となり十分
な消火活動が行なえないことや，二次避難が困難
となることなどの防災上の制約が発生するため，
津波に対する力学的な安定性確保を主眼とした従
来の避難ビルの整備方針３，４）では，安全性が十分
に確保されているとは言えない。
　津波火災の事例は，１９９３年の北海道南西沖地震
における青苗地区５）の他，１８５４年安政南海地震，
１８９６年明治三陸地震，１９３３年昭和三陸地震などで
も記録されている６）。我が国は，伝統的に木造住
宅が主であることや，三陸リアス海岸に代表され
るように，沿岸の低平地に密集した形態の集落が
多いことから，津波火災の発生に対して不利な条
件が多いと推定される。このことは，インド洋沿
岸諸国を中心に３０万人近い犠牲者を出した２００４年
のスマトラ島沖地震津波においても，火災による
被害がほとんど報告されていないこととの対比か
らも支持される。
　このように我が国においては，「津波」と「火
災」は，「地震」と「津波」と同様に分けて扱うこ
とはできないにもかかわらず，１００年に数回と発
生頻度そのものが低いことや，目撃情報・記録映
像の不足などにより，過去の研究は調査報告にと

どまっており（例えば，座間・関澤１９９３５）），火災
発生・延焼拡大のメカニズム解明に向けた動きは，
東日本大震災後に本格化してきた段階である。例
えば，森田ら２）は，石巻市の門脇小学校の火災を
詳細に調査し，火災発生及び延焼拡大の要因を推
定している。また，小林７）は，市街地スケールの
マクロ的な視点に立って，浸水地域のエネルギー
密度（着火源となるものの密度）と堆積可燃物密
度（可燃性ガレキや流出油等の密度）から津波火
災のリスク要因を指摘している。
　本研究は，小林７）と同じく集落スケールのマク
ロ的視点に立って，東日本大震災の被災地を対象
に集落ごとの津波火災事例を整理した上で，火災
の発生・拡大と住宅分布や地形条件及び来襲した
津波規模との関係を統計的に分析し，津波火災危
険度の評価につながる指標を提案することを目的
としたものである。

２．東日本大震災における津波火災の概要
２．１　津波火災の発生状況
　震災後に行われた日本火災学会による現地調査
結果８）より，市町村別の延焼面積（津波浸水域の
火災）をGISにより算出した結果を表１に示す。

１２８ 

表１　津波火災の市町村別の延焼面積

延焼箇所数総延焼面積（m２）市町村県
１５００野田村

岩手県

１１０，４００宮古市
６１９８，１００山田町
４１２９，２００大槌町
３８，２００大船渡市
１９００陸前高田市
２８２１９，１００気仙沼市

宮城県

１２１，８００南三陸町
７５８，５００石巻市
７２０，２００仙台市
２５２，７００名取市
２３，０００亘理町
１１，１００相馬市

福島県
１１５，４００いわき市

＊１ 総延焼面積は，火災学会の調査結果を元にGISによ
り計測。延焼した範囲に含まれる空地や道路等も含んだ
値。
＊２ 延焼箇所数は，複数の出火源が特定されている場合
でも連続している火災は１箇所とカウント。
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延焼箇所数は，気仙沼市が２８箇所と特に多くなっ
ている。これは次項で述べるように，危険物油
（ガソリン，重油等）の大量流出が発生した影響と
考えられる。また，連続する範囲で広域の市街地
火災となった地区は，山田町中心部（１７３，７００m２）， 
大槌町中心部（１２９，０００m２），気仙沼市鹿折地区
（８９，０００m２）の３地区が突出していた。なお，廣
井９）によると，東日本大震災における津波火災の
一火災当りの焼失棟数の平均値は２０．３７棟で，津
波火災以外の火災の１．６６棟に比べ非常に高いとい
う特徴があり，ガレキや建物が燃焼を継続する段
階へ移行させないことも，津波火災の対策を考え
る上で重要な課題になる。

２．２　出火原因及び延焼拡大要因
（１）出火原因
　廣井９）は，日本火災学会東日本大震災調査委員
会が各消防に対して行った質問紙調査結果を分析
している。同調査結果では，東日本大震災におい
て津波が原因で発生したと推定される火災は１４９
件（青森県４件，岩手県２１件，宮城県９８件，福島
県１２件，茨城県９件，千葉県５件）とされている。
この内，震災当日の３月１１日に発生したものが８２
件，３月１４日までの発生数が１１０件と津波直後の
火災が大半を占めているが，一方で４月中旬頃ま
では散発的に発生が続いている。その中で，原因
が特定されているものは８１件有り，大まかに分類
すると以下のようになる。なお，３月１１日に発生
した火災の要因について，再整理を行ったものを
表２に示す。
①倒壊家屋のガレキから出火
②漂着ガレキ（車両を含む）から出火し建物に延焼
③水没車両の電気系統から出火（車両火災）
④浸水した住宅等の電気設備から出火
　④は津波浸水から数日経過してからのケースが
ほとんどである。また，③は，水没した車両から
出火し車両火災となったものであるが，このケー
スは東北４県に比べて津波の勢力が弱かった茨城
県・千葉県で相対的に多数を占める傾向にあった。
すなわち，住宅火災や大規模な市街地延焼につな
がるような火災は，①，②が大半を占めており，

ガレキの存在が大きく関与していると言える。そ
して，そのガレキ内での直接的な発火要因につい
ては，車両，LPGボンベとの情報があるが，「不
明」とされているものが圧倒的に多い。ただし，
漂流物中のLPGボンベからの出火は確認しにく
いことから，「不明」の中にも多数含まれていると
推察される。実際に，インターネット上の投稿動
画に，漂流ガレキ内でガスが噴射（LPGボンベ）
して発火する状況を確認できる動画が数件寄せら
れている（写真１）。なお，この事例では，ガスに
引火し火炎を生じたものの，数秒後には自然鎮火
している。

（２）流出油の影響
　気仙沼湾沿岸部の浸水範囲及び火災延焼範囲を
図１に示す。気仙沼市では，沿岸部に存在した危
険物の屋外タンク２２基が津波の第１波で漂流し，
推定１１，５２１klの危険物（ガソリン１，５３５kl，軽油
１，９５８kl，灯油４９８kl，重油７，５３０kl）が流出した８）。
このような状況下で，流出油とガレキ等の漂流物
が混濁したものが何らかの要因で出火して海上火
炎帯（写真２）が形成され，その後夜間まで津波
や風に流され市街地や湾内を往復していた１）。そ
の結果，気仙沼市の火災は，中央公民館周辺地区
や対岸（湾東側）の林野など広範囲に延焼箇所が
点在するとともに，他の市町に比べて火災発生箇
所数が突出して多い（表１）という特徴がある。
このように，可燃性の油の大量流出は，海上での
ガレキ燃焼を長期化させる働きがあり，延焼拡大
や遠方への飛び火に大きく関与するものと考えら
れる。なお，対岸への飛び火については，炎上し
た小型船舶が漂流・座礁して延焼したと推測され
る事例８）も報告されている（写真３）。危険物油の
大量流出が無い場合においても船舶火災が発生す
る可能性は否定できないが，少なくとも，海上火
炎帯の形成がそのリスクを大幅に高めていること
は明白である。

（３）津波火災の発生形態と発達要因の抽出
　火災の発生や発達に関する主な要因を抽出する
ために，動画等の記録，既往調査結果，現地で

１２９
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表２　３月１１日に発生した津波火災の要因（廣井９）を基に再整理）

出火要因発生時刻火災種別県
②漂着ガレキ（車両）から出火１７：００その他

岩手県

②漂着ガレキ（不明）から出火１８：００その他
①倒壊家屋のガレキから出火１５：２０建物
①倒壊家屋のガレキから出火１５：２５建物
①倒壊家屋のガレキから出火１５：２５建物
①倒壊家屋のガレキから出火１５：３０建物
①倒壊家屋のガレキから出火１５：３０建物
①倒壊家屋のガレキから出火１５：３０建物
②漂着ガレキから出火１５：３０建物
②漂着ガレキから出火１５：３０林野
②漂着ガレキ（車両）から出火１８：００建物
②漂着ガレキ（車両）から出火１６：３０建物

宮城県

②漂着ガレキ（車両）から出火１７：１０建物
②漂着ガレキ（車両）から出火１８：００建物
②漂着ガレキ（車両）から出火１７：１０その他
②漂着ガレキ（不明）から出火１６：２０建物
②漂着ガレキ（不明）から出火１６：３０その他
②漂着ガレキ（不明）から出火１５：５６その他
②漂着ガレキ（車両）から出火１６：５０建物
②漂着ガレキ（不明）から出火１７：５５建物
②漂着ガレキ（不明）から出火１７：５５建物
②漂着ガレキ（車両）から出火１５：４８建物
③水没車両の電気系統から出火１５：５０その他
①倒壊家屋のガレキから出火１５：５０建物
②漂着ガレキ（車両）から出火１６：００建物
②漂着ガレキ（車両）から出火１６：００建物
①倒壊家屋のガレキから出火１６：００建物
①倒壊家屋のガレキから出火１５：３０建物
①倒壊家屋のガレキから出火１６：５０その他
②漂着ガレキ（LPG）から出火１７：００建物
②漂着ガレキ（車両）から出火１６：４５その他
②漂着ガレキ（不明）から出火１７：５０その他
②漂着ガレキ（不明）から出火１９：２０その他
②漂着ガレキ（不明）から出火１６：０５建物
③水没車両の電気系統から出火１９：５０車両

福島県

③水没車両の電気系統から出火１５：５０車両
③水没車両の電気系統から出火２０：３５車両
④浸水した住宅等の電気設備から出火不明建物
④浸水した住宅等の電気設備から出火不明建物
②漂着ガレキ（車両）から出火不明その他
②漂着ガレキ（車両）から出火不明その他
③水没車両から出火１７：４４車両

茨城県 ③水没車両から出火１６：１０車両
③水没車両から出火１７：００その他

＊１　アンケート調査で要因が特定された４４件を記載（全８２件中）
＊２　「その他」は，漂着したガレキが空地や田畑で延焼したものなど
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行ったヒアリング結果を総合的に分析し，津波火
災の形態を分類した。表３に特徴的な３タイプを
示す。タイプ３は重油等の大規模流出が発生した
場合であり，海水上で可燃性油を混合したガレキ
が長時間燃焼し，漂流に伴い飛び火や広域火災を
もたらすものである。一方，タイプ１では浮上し
漂流している状態の家屋に十分な空間が残されて
いること，また，タイプ２では津波水位が低下し
た状態であることから，重油等危険物の大量流出
が無くても発生しうるものである。タイプ１とタ
イプ２の違いが生じる要因については，来襲する
津波のエネルギーや地形および集落形態などが関
係している可能性があるが，現在のところ解明さ
れていない。これらの形態別の特徴分析結果を踏
まえ，津波火災の発生から広域延焼・飛び火まで
の発達過程に関与する要因を表４にまとめた。ま
た，津波火災発達における各要因の影響プロセス
を図２に整理した。なお，結果は一般市街地を対
象としたものであり，危険物が大量に備蓄されて
いる臨港地域などの特殊なケースは該当しない。
　出火に関しては，燃料となるものとそれに点火
するもの（出火エネルギー）が必要となる。燃料
として，一般的な集落では車両に積まれたガソリ
ン・軽油，家庭用LPGボンベ，灯油，船舶用重油
等がガレキの衝突等により流出・噴射することが
挙げられる。一方，出火エネルギーとしては，ガ
レキに含まれる金属や石材等の衝突によって生じ
る火花，車両バッテリーのショートが挙げられ
る。また，灯油や重油など揮発性の低い燃料の場
合は，直接の引火よりも，既に発生した火炎から

１３１

写真１  漂流ガレキ内での発火の瞬間映像１０）

写真２ 海上火炎帯（気仙沼中央公民館より避
難者撮影１２））

写真３  炎上した船舶と林野火災跡８）

図１　気仙沼湾の津波火災発生状況８，１１）
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のもらい火になるケースが多いと推測される。こ
れらの要素はいずれも，浸水域内の世帯数とほぼ
同数存在すると推定されることから，家屋流失の
多い場所では，かなりの頻度で出火機会が生じて
いると考えられる。しかしながら，一時的に火炎

が生じても継続時間は通常数秒～数分程度であ
り，（１）で述べた事例のように，その大半は自然
に鎮火していると考えられる。すなわち，浸水域
内で燃焼を継続し，ガレキや残存した建物等に延
焼するためには，一定密度以上の可燃性ガレキが

１３２ 

図２　津波火災の発達過程の模式図

表３　代表的な津波火災の形態

例特　徴津波火災タイプ

閖上，志津川など
津波の遡上先端部で流出した家屋や漁船などが燃焼しながら漂流し，最終的な
漂着地点でさらに漂着ガレキや周辺建物に拡大していくタイプ。建物はある程
度の形状を保ったまま漂流するため，水位上昇中も燃焼が継続する。

１　漂流型

鹿折，山田，石巻など津波により集積したガレキの下方に車両やLPGボンベ等があり，水位が低下
後にそこから出火してガレキが燃え出すタイプ。２　漂着ガレキ型

気仙沼湾海域や陸域で発生したガレキに大量流出した重油等が混合した状態で漂流中
に，何らかの要因で出火し，水上で燃焼を続けるタイプ。３　湾上火災型

表４　津波火災の発達に関する要因

火災の発展過程

飛び火広域火災
（延焼拡大）燃焼継続

発火
要素

点火燃料
◯◯◯◯一般ガレキ

◯車両（バッテリー）
◯◯車両（ガソリン）

◯家庭用LPGボンベ
△住宅等の備蓄燃料（灯油）

◯＊住宅等の電気系統，電線，配電盤
◯◯◯△屋外危険物施設（重油・ガソリン等のタンク）の流出

流出事例なし地下危険物施設（ガソリンスタンド）
◯△△△小型船舶・漁船

△は直接の目撃報告は無いが他の項目から類推される事項
＊発災直後は停電であったが，通電再開後の火災に関与



自然災害科学 J. JSNDS 33- 2（2014）

連続して供給され続けることが必要と考えられ
る。さらに，重油等の大量流出が重なった場合に
は，燃焼継続効果を高める働きにより，津波火災
のリスクを上昇させていると言える。
　次に，津波火災が発生した時に，複数の周辺家
屋に延焼が拡大する広域火災になる要因について
検討する。既に述べたように，津波火災は浸水域
で発生するため消火活動が困難であることも一つ
の延焼拡大要因である。加えて，広域火災に発展
した気仙沼市鹿折地区では，住宅と住宅の間を何
層にも埋め尽くすほどのガレキの堆積が見られ，
ガレキの堆積密度も重要な要因であると推察され
る。また，住宅の形（内部空間）を保ったまま浮
遊状態で漂着した住宅も多く，このような場合に
は，水面上であってもより燃焼しやすい状況とな
る。なお，ガレキの堆積密度については，住宅密
集度などの社会的条件と，津波が来襲した時のガ
レキの滞留しやすさ（津波規模と地形条件）に関
係すると推定されることから，次章以降で検証す
る。

３．地形条件の違いによる影響の考察
　図３は，津波火災の発生形態の地域的違いを分
析するために，三陸地方及び仙台平野地方の代表
的な地区を抽出し，浸水範囲１１）及び震災前後の建
物の分布１３）と火災延焼範囲８）をGISに示したもの
である。建物ポイントは，震災前のデータ（青丸）
の上に震災後のデータ（赤丸）を重ねて表示して
いる。従って，青丸が表示されている部分は震災
前後で建物が流失したことを意味する（なお，厳
密には，火災による焼失や震災後に解体したケー
ス，逆に震災後に建造されたものも含まれる）。

３．１　三陸地域の津波火災
　延焼範囲が特に大きかった（１）山田地区（山
田町），（２）大槌地区（大槌町），（３）鹿折地区
（気仙沼市）に見られる特徴を以下に示す。
◯浸水範囲内にあって，流失した家屋群と残存し
た家屋群が切り替わる付近を中心に延焼範囲が
分布（山田地区，鹿折地区）
◯浸水範囲の境界部（高台の前面）に沿って延焼

範囲が分布（大槌地区）
◯延焼範囲よりも海側には，流失した家屋が高密
度で分布（共通）
　以上の特徴は，津波のエネルギーの大きい沿岸
部における高密度でのガレキの発生と，津波エネ
ルギーが減衰する場所へのガレキの蓄積という２
つの要素が必要であることを示唆する。これは比
較的延焼範囲の狭い（４）志津川地区（南三陸町）
及び火災が発生していない（５）女川地区（女川
町）との対比からも確認できる。すなわち，志津
川地区及び女川地区は，どちらも浸水範囲内の家
屋のほとんどが流失しており，ガレキの発生密度
としては先に挙げた３地区と同程度であるもの
の，浸水範囲内に残存する家屋が極端に少ない状
況である。この要因は，三陸リアス海岸特有の地
形により，津波が狭窄により増幅されたことと，
低平地が狭くすぐに山が迫っていることで，津波
がエネルギーを減衰しながら遡上する範囲が狭い
ことによると考えられる。
　一方，ガレキ発生密度が火災発生に違いを生じ
た例として，山田地区とその北側に隣接する北浜
町地区（火災無し）の違いが挙げられる（図４）。両
地区は共に山田湾に面した集落であり，地形が類
似しているほか，来襲した津波の規模もほぼ同程
度であった。しかしながら，山田地区に比べ北浜
町地区は住宅数が少なかったことから，ガレキの
発生量・発生密度が小さく，火災発生・延焼拡大
のリスクが低かったと考えることが出来る。

３．２　平野地域の津波火災
　表１において，石巻市以南の火災の多くは，平
野部でのものであり，前項の三陸地域の火災とは
様相が異なっている。代表的な事例として図３
（６）に閖上地区（名取市）の状況を示す。図から
分かるように，浸水範囲が大きく，延焼範囲は相
対的に小さい。また，火災発生場所も，浸水範囲
の端部ではなく浸水範囲の中間となっている。浸
水範囲内は，ほぼ水田地帯と住宅地であり地形的
な起伏は少ないが，延焼箇所を細かく分析する
と，小河川の堤防・橋梁付近及び頑強な公共建築
物の近辺で流れが滞留した場所となっている。震

１３３
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図３　建物分布と浸水・延焼範囲

（１）山田地区 （２）大槌地区

（５）女川地区 （６）閖上地区

（３）鹿折地区 （４）志津川地区
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災当時のヘリコプターからの中継動画（NHK 
WORLDニュース映像）では，第１波の遡上進行
波とともにガレキが漂流しながら延焼し，最終的
に図３（６）に示した延焼エリアに漂着して延焼
している状況が確認できる。

４．発生可燃物量の推定
　前章までに考察したように，津波火災の発生や
延焼拡大は，ガレキの発生量及びその密度が大き
く関与していると考えられる。そこで，定量的な
検証を行うために，建築物から発生した可燃物の
量（木材換算した等価可燃物量）を以下の手順で
推定する。なお，車両や貯木などは含まれない。
①震災の直前・直後の住宅地図データ１３）を用いて，
流失建物を特定する。
②流失建物の諸元（階数，床面積，用途分類）か
ら構造種別（木造，S造，RC造，SRC造）を
推定する。
③構造種別の木材使用量１４）（m３/m２）から木材発 
生量を算出した後，代表的な木材比重（０．５ 
トン/m３）１５）を用いて重量換算する（A：建築部
材からの発生木質ガレキ量）。
④建物用途別の等価可燃物量原単位１６，１７）を用い
て，家財から発生する木材換算ガレキ量を算定
する（B）。
⑤上記で計算したA及びBを合計する。
　算出結果を表５に示す。また，発生可燃物量と
火災延焼面積の関係を図５に，浸水面積で除して
求めた発生密度と延焼面積比（＝延焼面積/浸水面
積。延焼面積は，浸水範囲外まで燃え広がった部
分も含む）の関係を図６にそれぞれ示す。なお，
志津川地区は，火災の発生した谷（天王前地区：

１３５

図４　山田地区と北浜町地区の比較

表５　建物由来の発生可燃物量（木材換算）

可燃物密度
③/①（kg/m２）

③発生可燃物量
（ton）浸水建物数延焼面積比

（②/①）
②延焼面積
（ha）

①浸水面積
（ha）地区名市町

４７．４２９１６６１４１３０．２８０１７．４６１．５山田

山田町
９．５７２３０４５３火災無し７６．０北浜町
１４．５９６８０３４００．００５０．３６６．６織笠
４３．３７４９０２７２０．１１０１．９１７．３田の浜
１９．０１０９６８２８５０．００３０．２５７．６大沢
２５．５７５１６４２８４１０．０４４１２．９２９４．５大槌

大槌町 ３９．４７３６６２４８０．０５３１．０１８．７赤浜
１８．４１１２１７４０７火災無し６０．９吉里吉里
３６．３４０４２５１３３４０．０８０８．９１１１．４鹿折

気仙沼市
３８．６５７６６３１９６１０．０４６６．９１４９．３気仙沼中心部
３４．８１８１５１７０７０．０４２２．２５２．１志津川南三陸町
４３．０５８１８２２０２３火災無し１３５．４女川女川町
１５．５７４９１７３５４９０．０１１５．４４８３．９閖上名取市
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図３（４）の一番右側の谷に）関係する範囲を対
象とした。広域の火災に発展した山田地区，大槌
地区，鹿折地区及び気仙沼中心部は，発生可燃物
の総量が特に大きいことが分かる。しかし，女川
地区は，これらの地区と同等以上の発生量にも関
わらず，火災は発生していない。

　一方，延焼面積比と発生可燃物密度の間には明
瞭な正の相関が見られ，発生可燃物密度が３０
（kg/m２）付近から勾配が大きくなっている。この
ことは，広域火災に発展するためには，一定密度
以上の可燃性ガレキが必要であることを示唆して
いる。一方，大槌地区や女川地区は，他の地区と

１３６ 

図５　発生可燃物量と延焼面積

図６　発生可燃物密度と延焼面積比



自然災害科学 J. JSNDS 33- 2（2014）

異なる傾向を示している。その要因として，大槌
地区では，住宅地と農地が分離していて浸水域内
でのガレキ分布が一様でなく，また，浸水範囲が
広くガレキが均等に拡散しないことなどが考えら
れるが，前章で考察したように地形的な特性によ
りガレキが陸域に留まりやすいか否かも大きく関
係していると考えられる。従って，津波火災の危
険度を予測するには，潜在的なガレキの発生量だ
けに着目しても不十分であると言える。

５．津波火災の危険度評価指標
５．１　指標の立案
　著者らは既往の研究１８）で，浸水面積に対する火
災延焼面積（火災面積率）は，浸水域内に占める
建物の総面積（建床面積率）に相関があること，
そして，建床面積率が一定値以下では，火災延焼
面積比が急激に低下することを示し，津波火災の
延焼規模はその地区の可燃物堆積密度に依存する
との仮説を提示した。本論では，前章で考察した
結果に基づき，可燃性ガレキの堆積密度と陸域で
の滞留しやすさを考慮して，津波火災の危険度評
価指標の立案を試みる。
　まず，津波火災に直接影響する有効ガレキ堆積
密度（D）を以下のように定義する。

  （１）

　ここに，Q：可燃性ガレキ発生量，Aw：浸水面
積，α：ガレキ量換算係数，x：海域への流出率，
K：残存建物建ぺい率（残存建物の建床面積/Aw）
である（図７参照）。ガレキ量換算係数αとは，
ガレキ量Qが建物由来の可燃性ガレキ量で定義さ
れていることから，車両などを含めた津波火災に
影響するガレキ量への換算する係数を導入し厳密
性を持たせたものである。ただし，本研究では，
ガレキ換算係数は全ての対象地区で同一と仮定す
る。
　前章での分析（図６）によると，延焼面積比は
ガレキ密度がある程度高くなると急激に上昇する
関係が見られることから，以下のようにロジス
ティック曲線での説明を行う。

  （２）

  （３）

　ここに，Rf：延焼面積比，Af：延焼面積であり，
この場合Fが津波火災リスク指標となる。ただ
し，Dに含まれる流出率xは，津波火災の発生率
や延焼拡大リスクに大きな影響を及ぼすと推定さ
れるものの，現時点では十分な知見がなく直接算
出することができない。そこで，以下のように考
え，より簡易的な指標に置き換える。ガレキは津
波の押し波に伴い発生し，一旦内陸側に押し流さ
れた後，引き波で海に向かって運ばれる。その
際，十分な水深が無いと，地面からの抵抗を受け
るようになり，その場に留まりやすくなると考え
られる。この効果の大小をマクロ的に表す指標と
して平均浸水深（最大浸水深の空間平均値）を用
いる。これにより，図８上段のように津波規模に
対して相対的に低平地が狭くすぐに山の斜面に至
るような地形（ガレキが滞留しにくい）と，下段
のように勾配が緩やかで徐々に浸水深が低下する
地形（ガレキが滞留しやすい）を数値的に区別で
きる。
　このことを踏まえ，陸域滞留率（１－x）を平均
浸水深Wdで代表するとともに，有効発生ガレキ
密度DOを用いて，火災指標Fを以下のように書
き換える。

  （４a）

１３７

図７　津波火災リスク指標の模式図
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  （５）

　なお，Wdは値が小さいほど火災リスクを高め
ることから逆数で表している。また，ガレキ密度
と浸水深の寄与を分かりやすくするために，指数
関数内で線形結合としている。

５．２　簡易分析手法
　前項で提案した指標の有効性を検証するため，
以下に示す手法により簡易的に浸水深を求め統計
的分析を行った。対象とした地区は表５に示すと
おりである。各地区の浸水エリアを５０mのメッ
シュで区切り，その地区の津波到達高（調査結果
による水際線上の最高地盤高）で一様の最高津波
水位面が形成されたと仮定して，各メッシュの地
盤高との差を最大浸水深と設定する（図９）。その
結果を基に浸水域内の平均浸水深を算出する。

５．３　指標の適用（延焼面積比の評価）
　表５に示した対象地区のデータより，（４a）式
の津波火災リスク指標と，さらに比較のため平均
浸水深を考慮しない以下の（４b）式を用いて，
それぞれ（２）式へのフィッティングを行った。

  （４b）

　なお，火災の有無については不確実要素も多
く，また，解析に使用する未発生地区の数によっ
て結果に影響を与えてしまうことから，火災発生
地区のみのデータを使用した。従って，ここで得
られる結果は，直接的には「火災が発生した場合
に延焼が拡大する危険度」を表すものと解釈すべ
きであるが，火災発生確率についても一定の相関
はあると考えられる。
　フィッティングを行った結果，回帰係数は表６
のようになった。フィッティング結果を表７及び
図１０に示す。有効ガレキ発生密度のみを説明変数
とした（４b）式においても，ある程度良好な相関
関係が得られているが，平均浸水深を考慮した（４
a）式の場合，AIC（赤池情報量基準）値が低下し，
モデルの適合性が大幅に上昇している。このこと
から，平均浸水深は津波火災を説明する上で重要
な指標であることが分かる。
　次に，この予測式を火災未発生地区に適用した
場合について検証する。北浜町地区や吉里吉里地
区では津波火災危険度指標も低い水準であり，延
焼面積比の予測値も小さい（１％未満）ことから，
仮に火災が発生したとしても広域火災には至らな
いと評価される。特に，山田湾内に面して隣接す
る山田地区（火災面積率が最大），織笠地区，北浜
町地区の津波火災の相対的な津波火災危険度の違
いを良好に説明できていると言える。なお，これ

１３８ 

図８　地形断面のパターン
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らの地区は，主にガレキ発生密度の寄与が大きい
ことから（４b）式でも同様の関係が得られる。一
方，ガレキ発生密度が高い女川地区は，（４b）式で
は鹿折地区よりも危険度が高いと評価されるが，
平均浸水深を考慮した（４a）式では逆転しており，
地形と来襲津波規模との関係により，ガレキの発
生量に対して相対的に危険度が低下したと解釈で
きる。しかしながら，（４a）式においても女川地区
は比較的高い予測値となっており，十分に説明で

きているとは言えない。これは，火災発生地区の
みで分析した結果（事後確率）を適用しているた
めである。従って，真の津波火災危険度を評価す
るには，火災発生（図２における狭義の津波火災）
の有無を判定する有効な指標を抽出することが重
要であり，今後の課題である。

５．４　津波火災危険度チャート
　前項の検証により，（２）及び（４a）式で浸水面
積に対する延焼面積の比として，津波火災延焼危
険度を評価できることが確認された。しかしなが
ら，浸水面積を基準にしているため，平野部で浸
水範囲が広大な地区（例えば閖上）では，実際の
延焼面積は比較的大きいにも関わらず危険度が低
く評価される問題がある。そこで，以下のように
予測式を改良し，直接延焼面積を評価するチャー
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図９　簡易分析手法

表６　回帰係数

AIC＊b２b１b０津波火災指標
１２６．７－０．１１－６．９０（４b）式
１１７．２１．２１０．１０－７．１０（４a）式

＊Akaike’s Information Criterion

表７　対象地区の諸元と適用結果

結果（４）式結果（４’）式平均浸水深
Wd（m）

有効発生
ガレキ密度
Do（kg/m２）

延焼面積比
Af/Aw

延焼面積
Af（ha）

浸水面積
Aw（ha）地区名市町名

Af/AwFAf/AwF’

０．２６２－１．０３０．２５０－１．１０３．２５４．８０．２８３１７．４６１．５山田

山田町
０．００４－５．５２０．００３－５．８７２．２９．７－－７６北浜町
０．００５－５．２４０．００５－５．３５３．６１４．６０．００５０．３６６．６織笠
０．０９８－２．２２０．１１３－２．０６９．１４５．７０．１１０１．９１７．３田の浜
０．００９－４．７５０．００８－４．８２４．０１９．７０．００３０．２５７．６大沢
０．０１７－４．０３０．０１７－４．０６４．３２６．９０．０４４１２．９２９４．５大槌

大槌町 ０．０６０－２．７４０．０７０－２．５８９．７４０．８０．０５３１．０１８．７赤浜
０．００７－５．０１０．００７－．９２８．３１８．７－－６０．９吉里吉里
０．０９４－２．２７０．０８５－２．３８３．０４２．７０．０８０８．９１１１．４鹿折

気仙沼市
０．０７８－２．４７０．０８２－２．４１５．２４２．４０．０４６６．９１４９．３気仙沼
０．０３５－３．３１０．０４１－３．１５１０．２３５．４０．０４２２．２５２．１志津川南三陸町
０．０８２－２．４２０．０９６－２．２５１０．２４３．９－－１３５．４女川女川町
０．０１１－４．５００．００５－５．２３１．３１５．８０．０１１５．４４８３．９閖上名取市
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トを構築する。（２）式への回帰において，実際の
延焼面積比は最大でも０．３程度までとなっており，
実質的には指数関数で近似できることから，（２）
式を（６）式のように変形する。さらに，両辺の

対数をとった（７）式より，log（Aw）をオフセッ
ト項として，火災指標Fを説明変数とした線形回
帰を行う。なお，Fは（４a）式を用い，log（Af）
はガンマ分布に従うと仮定する。
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図１０　津波火災リスク指標と延焼面積比

（１）（４b）式

（２）（４a）式
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  （６）

  （７）

　回帰結果より作成した延焼面積評価チャートを
図１１に示す。図では，有効発生ガレキ密度（DO）
が高いほど延焼面積が大きくなることを示してお
り，DOが１０kg/m２増大すると延焼面積の期待値が
約２．６倍に増大する。一方，DOが同じの場合に
は，平均浸水深が１０mから２mになった場合，火
災面積の期待値が約１．４倍に増大する関係となっ
ている。
　また，図中には各地区の予測値と実測値をプ
ロットした（参考として火災未発生地区の予測値
もグレーの丸印でプロットしている）。閖上地区
では，津波火災リスク指標Fは小さいものの，延
焼面積が大きい状況を良好に評価できている。他
の地区においては，大槌地区や気仙沼地区でやや
誤差が大きい結果となったが，概ね実際の延焼面
積を予測できている。なお，大槌地区は過小評価

となっているが，浸水域内における住宅分布の偏
りが大きいことが要因として考えられる。この点
はマクロ的なアプローチの限界でもあることか
ら，ガレキの漂流・堆積の挙動をモデル化しガレ
キの空間分布を予測するシミュレーション的手法
が必要となる。
　最後に，チャートの考察から津波火災の対策を
検討する上での留意点を述べる。津波規模が大き
くなると，一般的に発生ガレキ量は増大するが，
同時に浸水範囲も変化することに伴いガレキ密度
や平均浸水深も変化する。このことは，対象地区
の地形や住宅の分布によっては，想定最大津波の
場合よりも小さい津波が来襲した時の方が，津波
火災危険度が増す状況があり得ることを示唆して
いる。従って，津波避難ビルを計画する上では，
最大規模の津波のみを検討対象とするだけでは不
十分と言える。なお，本手法は，簡易的に浸水深
を評価できることから，複数のシナリオでの評価
が容易である。

１４１

図１１　津波火災危険度チャート



今津・野竹・北後・今村：東日本大震災で発生した津波火災における地形的影響の考察と津波火災危険度評価指標の提案

６．結論
　本論文では，既往の調査結果に基に東日本大震
災における津波火災の発生事例を分析し，火災の
発生から延焼拡大への支配的な要因を抽出し，メ
カニズムの推定を行った。次いで，三陸地方と仙
台平野地方での津波火災の形態を比較すること
で，地形的・社会的な要因を考察した。その結果
を踏まえ，津波火災の危険度を評価する指標を提
案するとともに，東日本大震災の事例により検証
を行った。以下に，主な結論を示す。
◯津波火災の多くは，漂流ガレキ中に多数存在す
る発火燃料（自動車燃料やLPGボンベ等）と，
それらに点火する作用（ガレキの衝突火花や車
両の電気系統のショート）によってもたらされ
る。
◯上記により一時的に火炎を生じても，大半は自
然鎮火するが，可燃性ガレキが高密度で継続的
に供給されるなどの条件が重なった場合に，燃
焼が継続され，残存家屋等に延焼することによ
り本格的な津波火災につながる。従って，高密
度のガレキの存在が不可欠である。
◯危険物タンクからの重油の流出や家庭の備蓄燃
料（灯油）は，ガレキの燃焼を助長するため，
燃焼を継続させる働きにより延焼・飛び火のリ
スクを高めるが，津波火災発生においては必ず
しも必要な条件ではない。
◯三陸地方では，浸水域内で流失した家屋が多い
区域と残存した家屋が多い区域の境界付近で火
災が発生した事例が多い。そして，発生するガ
レキが残存家屋の間を埋め尽くすほど高密度に
堆積するような条件となった場合に，特に延焼
範囲の拡大をもたらしている。
◯仙台平野地域では，浸水範囲に比べて火災範囲
が局所的となる事例が多い。これは，浸水範囲
が広く浅くなるため，ガレキの平均的な密度が
低いことによる。そのため，火災は，橋や公共
施設など局所的に滞留しやすい場所の周辺にガ
レキが集まって発生する。
◯発生ガレキ量を推算した結果，火災延焼面積と
正の相関があり，ガレキ密度が一定以上になる
と延焼面積比が急増することが確認された。

◯ガレキの発生密度と平均浸水深を説明変数とし
た津波火災のリスク指標を提案し，津波火災が
発生した場合の延焼面積を良好に説明できるこ
とを確認した。
◯上記より，本論で定義した可燃性ガレキ密度が
２倍になると火災延焼面積が２．６倍に，また，
平均浸水深が１０mから２mに低下した場合には
災延焼面積が１．４倍になる関係が導かれた。

７．おわりに
　本研究で提示した津波火災危険度チャートを適
用することで，南海トラフ地震等の想定津波浸水
地域（浸水範囲が連続する集落単位）における津
波火災発生時の延焼面積をおおまかに予測するこ
とができ，集落内での具体的な火災発生場所は特
定できないものの，地区全体としての津波火災の
被害家屋数を推定することが可能となる。具体的
な入力情報として，津波シミュレーションに基づ
く浸水面積および平均浸水深と，住宅地図の情報
から浸水深に応じた建物被害率（例えば，郷右近
ら（２０１２）１９），国土交通省都市局（２０１１）２０））を適用
して推算した発生ガレキ量を用いることが考えら
れる。
　なお，本研究は，津波火災で最も支配的な要素
の一つであるガレキの分布に着目して，簡易的に
被害を予測するための分析手順を示すことに主眼
を置いたものであり，分析対象は東日本大震災の
限られた事例に基づいている。したがって，本
チャートは普遍的なものではなく，今後のデータ
の蓄積により変化し得るものである。また，都市
ガス地域か否か，近隣で大規模な重油等の流出が
発生した場合など，各種条件の違いに対応した危
険度チャートを作成することで，様々な施策によ
るリスク低減効果が評価可能となるものと期待さ
れる。
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